
愛 媛 県 報

１

条 例

�愛媛県条例第１号
職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
条 例

○ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………（人事課）……１

○ 知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２

○ 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（職員厚生課）……２

○ 住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（市町振興課）……３

○ 愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………（行革分権課）……４

○ 愛媛県県税賦課徴収条例等の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………（税務課）……６

○ 愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………（ 〃 ）……７

○ 愛媛県個人番号の利用に関する条例及び住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例………………………………………（デジタルシフト推進課）……７

○ 愛媛県手数料条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………（消防防災安全課）……９

○ 医療法施行条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）……１１

○ 精神科病院の任意入院者の症状等の報告に関する条例等の一部を改正する条例………………………………………………………………（健康増進課）……１１

○ 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例及びファミリーハウスあい管理条例の一部を改正する条例…………………………………（ 〃 ）……１２

○ 愛媛県手数料条例及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例…………………………………………………………（薬務衛生課）……１３

○ 愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（男女参画・子育て支援課）……１５

○ 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例及び職員の特殊勤務手当等に関する条例の一部を改正する条例……………（ 〃 ）……１６

○ 愛媛県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例……………………………………………………………（ 〃 ）……１７

○ 愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例及び愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例………………………………………………………………………………………………………………………………………（障がい福祉課）……１８

○ 愛媛県手数料条例及び愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例…（長寿介護課）……１９

○ 愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を廃止する条例…………………………………………（ 〃 ）……２０

○ 愛媛県県営土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………（農地整備課）……２１

○ 愛媛県漁港管理条例等の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………………（漁港課）……２１

○ 愛媛県建築基準法施行条例及び愛媛県手数料条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………（建築住宅課）……２３

○ 愛媛県公立学校情報機器整備基金条例………………………………………………………………………………………………………………（教育総務課）……２８

○ 愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（高校教育課）……２９

○ 愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（警察本部生活環境課）……２９

○ 愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）……３０

○ 愛媛県議会基本条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………………（財政課）……３１

○ 情報通信技術を活用した愛媛県議会の活動の推進に関する条例………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……３１

○ 愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……３３

改 正 後 改 正 前

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）

第９条 省略

２ 職員給与条例第１９条の４第１項、教育職員給与条例 第１９条の

４第１項又は会計年度任用職員の給与等に関する条例第１２条の２

第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

のうち、基準日以前６箇月以

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）

第９条 省略

２ 職員給与条例第１９条の４第１項又は教育職員給与条例第１９条の

４第１項

に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）のうち、基準日以前６箇月以
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２号
知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３号
愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例

愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係

る勤勉手当を支給する。

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）

第１０条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員、地方公営企

業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第

４号の職員（以下「企業職員」という。）及び技能労務職員の給

与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第

１条の技能労務職員（以下「技能労務職員」という。）を除

く。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡

上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１００分

の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の昇給日（職員給与条例第４条第５項又は教育職員給与条例第

７条第１項に規定する人事委員会規則で定める日をいう。）又は

そのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整す

ることができる。

内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係

る勤勉手当を支給する。

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）

第１０条 育児休業をした職員（地方公務員法

第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員、地方公営企

業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第

４号の職員（以下「企業職員」という。）及び技能労務職員の給

与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第

１条の技能労務職員（以下「技能労務職員」という。）を除

く。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡

上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１００分

の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の昇給日（職員給与条例第４条第５項又は教育職員給与条例第

７条第１項に規定する人事委員会規則で定める日をいう。）又は

そのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整す

ることができる。

改 正 後 改 正 前

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。

改 正 後 改 正 前

附 則

１２ 旧機関（学校教育法等の一部を改正する法律（令和元年法律第

１１号）第２条の規定による改正前の国立大学法人法附則第１７条に

規定する大学及び同法附則別表第２の上欄に掲げる国立短期大学

を含む。）の職員が、引き続いて職員となり、かつ、引き続いて

職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となつた

附 則

１２ 旧機関（学校教育法等の一部を改正する法律（令和元年法律第

１１号）第２条の規定による改正前の国立大学法人法附則第１７条に

規定する大学及び同法附則別表第２の上欄に掲げる国立短期大学

を含む。）の職員が、引き続いて職員となり、かつ、引き続いて

職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となつた
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第４号
住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例

第１条 住民基本台帳法施行条例（平成１４年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第２条 住民基本台帳法施行条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学

法人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第３５条の２にお

いて準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０

条の１０第２項に規定する基準をいう。）により、当該国立大学法

人等の職員としての勤続期間に通算されることに定められている

ときは、人事委員会規則で定める場合を除き、この条例の規定に

よる退職手当は、支給しない。

場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学

法人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第３５条 にお

いて準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０

条の１０第２項に規定する基準をいう。）により、当該国立大学法

人等の職員としての勤続期間に通算されることに定められている

ときは、人事委員会規則で定める場合を除き、この条例の規定に

よる退職手当は、支給しない。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下

「法」という。）、第３０条の１５第１項第２号及び第２項、 第

３０条の４０第３項並びに第３０条の４４の６第１項第２号及び第２項の

規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（本人確認情報及び附票本人確認情報を利用することができる事

務）

第２条 法第３０条の１５第１項第２号及び第３０条の４４の６第１項第２

号の条例で定める事務は、別表第１のとおりとする。

（本人確認情報及び附票本人確認情報を提供する知事以外の執行

機関及び事務）

第３条 法第３０条の１５第２項第２号及び第３０条の４４の６第２項第２

号の条例で定める知事以外の県の執行機関（以下「知事以外の執

行機関」という。）及び事務は、別表第２のとおりとする。

（知事以外の執行機関への本人確認情報及び附票本人確認情報の

提供方法）

第４条 知事が行う法第３０条の１５第２項の規定による都道府県知事

保存本人確認情報の知事以外の執行機関への提供及び法第３０条の

４４の６第２項の規定による都道府県知事保存附票本人確認情報の

知事以外の執行機関への提供は、規則で定めるところにより、知

事の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）か

ら電気通信回線を通じて知事以外の執行機関の使用に係る電子計

算機に送信する方法により行うものとする。

（愛媛県本人確認情報保護審議会）

第５条 法第３０条の４０第１項（法第３０条の４４の１２において準用する

場合を含む。）の本人確認情報の保護に関する審議会は、愛媛県

本人確認情報保護審議会（以下「審議会」という。）とする。

（趣旨）

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下

「法」という。）、第３０条の１５第１項第２号及び第２項並びに第

３０条の４０第３項 の

規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（本人確認情報 を利用することができる事

務）

第２条 法第３０条の１５第１項第２号

の条例で定める事務は、別表第１のとおりとする。

（本人確認情報 を提供する知事以外の執行

機関及び事務）

第３条 法第３０条の１５第２項第２号

の条例で定める知事以外の県の執行機関（以下「知事以外の執

行機関」という。）及び事務は、別表第２のとおりとする。

（知事以外の執行機関への本人確認情報 の

提供方法）

第４条 知事が行う法第３０条の１５第２項の規定による都道府県知事

保存本人確認情報の知事以外の執行機関への提供

は、規則で定めるところにより、知

事の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）か

ら電気通信回線を通じて知事以外の執行機関の使用に係る電子計

算機に送信する方法により行うものとする。

（愛媛県本人確認情報保護審議会）

第５条 法第３０条の４０第１項

の本人確認情報の保護に関する審議会は、愛媛県

本人確認情報保護審議会（以下「審議会」という。）とする。
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附 則

この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手

続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）附則第１条第１０号の政令で定める日から

施行する。ただし、第２条の規定は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律

（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。

�愛媛県条例第５号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（愛媛県本人確認情報保護審議会）

第５条 法第３０条の４０第１項（法第３０条の４４の１３において準用する

場合を含む。）の本人確認情報の保護に関する審議会は、愛媛県

本人確認情報保護審議会（以下「審議会」という。）とする。

（愛媛県本人確認情報保護審議会）

第５条 法第３０条の４０第１項（法第３０条の４４の１２において準用する

場合を含む。）の本人確認情報の保護に関する審議会は、愛媛県

本人確認情報保護審議会（以下「審議会」という。）とする。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～１３ 省略 １～１３ 省略

１４ 医療法（以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づく

事務のうち、次に掲げるもの（第１９号から

第４０号まで及び第４８号の２から第５２号まで

の事務については、２以上の市町村（特別

区を含む。）の区域において病院、診療

所、介護老人保健施設若しくは介護医療院

又は法第４２条に規定する業務を行う施設を

開設する医療法人に係るものを除く。）

�～�の３ 省略

�の４ 法第６条の３第８項の規定に基づ

く診療所及び助産所に関する情報の報告

等の命令に関する事務

�の５～� 省略

� 法第６９条の２第２項の規定に基づく医

療法人の収益及び費用等の報告の受理に

関する事務

� 法第６９条の２第４項の規定に基づく厚

生労働大臣への医療法人の活動の状況等

の情報提供に関する事務

�から�まで 削除

�～� 省略

保健所を設置

する市

１４ 医療法（以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づく

事務のうち、次に掲げるもの（第１９号から

第３８号まで及び第４８号の２から第５２号まで

の事務については、２以上の市町村（特別

区を含む。）の区域において病院、診療

所、介護老人保健施設若しくは介護医療院

又は法第４２条に規定する業務を行う施設を

開設する医療法人に係るものを除く。）

�～�の３ 省略

�の４ 法第６条の３第６項の規定に基づ

く診療所及び助産所に関する情報の報告

等の命令に関する事務

�の５～� 省略

�から�まで 削除

�～� 省略

保健所を設置

する市

１４の２ 医療法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町村（特別区を含む。）の区域におい

て病院、診療所、介護老人保健施設若しく

保健所を設置

する市

１４の２ 医療法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町村（特別区を含む。）の区域におい

て病院、診療所、介護老人保健施設若しく

保健所を設置

する市
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

は介護医療院又は法第４２条に規定する業務

を行う施設を開設する医療法人に係るもの

に限る。）

�～� 省略

�の２ 法第６９条の２第２項の規定に基づ

く医療法人の収益及び費用等の報告の受

付及び当該報告に係る報告書の知事への

送付に関する事務

�～� 省略

は介護医療院又は法第４２条に規定する業務

を行う施設を開設する医療法人に係るもの

に限る。）

�～� 省略

�～� 省略

１４の３～１９ 省略 １４の３～１９ 省略

２０ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以

下この項において「法」という。）及び法

の施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～� 省略

各市町（法第

４条第１項若

しくは第２項

若しくは第９７

条の２第１項

の建築主事又

は同条第２項

の建築副主事

を置く市を除

く。）

２０ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以

下この項において「法」という。）及び法

の施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～� 省略

各市町（法第

４条第１項若

しくは第２項

又は 第９７

条の２第１項

の建築主事

を置く市を除

く。）

２０の２ 建築基準法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、前項第１号から第

３号まで及び第４号の２から第１３号までに

掲げるもの（同項第７号、第８号及び第９

号から第９号の３までに掲げる事務にあっ

ては建築基準法施行令（昭和２５年政令第

３３８号）第１４８条第１項各号に掲げる建築物

又は工作物に係るものを、前項第１１号及び

第１３号に掲げる事務にあっては同条第３項

第１号及び第２号に掲げる規定に係る事務

でこれらの建築物又は工作物に係るものを

除く。）

法第９７条の２

第１項の建築

主事又は同条

第２項の建築

副主事を置く

市

２０の２ 建築基準法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、前項第１号から第

３号まで及び第４号の２から第１３号までに

掲げるもの（同項第７号、第８号及び第９

号から第９号の３までに掲げる事務にあっ

ては建築基準法施行令（昭和２５年政令第

３３８号）第１４８条第１項各号に掲げる建築物

又は工作物に係るものを、前項第１１号及び

第１３号に掲げる事務にあっては同条第２項

第１号及び第２号に掲げる規定に係る事務

でこれらの建築物又は工作物に係るものを

除く。）

法第９７条の２

第１項の建築

主事

を置く

市

２１～５９の６ 省略 ２１～５９の６ 省略

５９の７ 農地中間管理事業の推進に関する法

律（平成２５年法律第１０１号。以下この項に

おいて「法」という。）に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（法第１８条第２項第１

号ロ又は第２号ロに規定する土地が同条第

５項第６号イ又はロに掲げる土地のいずれ

かに該当する場合に係るものを除く。）

� 法第１８条第１項の規定に基づく農用地

利用集積等促進計画の認可に関する事務

� 法第１８条第７項の規定に基づく農用地

利用集積等促進計画の認可をした旨の通

知及び公告に関する事務

各市町

６０～６２ 省略 ６０～６２ 省略
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�愛媛県条例第６号
愛媛県県税賦課徴収条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例等の一部を改正する条例

（愛媛県県税賦課徴収条例の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県監査委員条例の一部改正）

第２条 愛媛県監査委員条例（昭和３９年愛媛県条例第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正）

第３条 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（徴収金の納付等）

第６条 省略

２ 前項に規定するもののほか、県の徴収金は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定により知事が収納の

事務を委託した者に納付し、納入し、又は払い込むことができ

る。

３ 省略

（徴収金の納付等）

第６条 省略

２ 前項に規定するもののほか、県の徴収金は、地方自治法施行令

第１５８条の２第１項 の規定により知事が収納の

事務を委託した者に納付し、納入し、又は払い込むことができ

る。

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（請求又は要求に基づく監査の執行期日）

第７条 法第７５条第３項、第９８条第２項、第１９９条第６項若しくは

第７項、第２３５条の２第２項又は第２４２条第５項の規定により請求

又は要求に基づいて行う監査は請求又は要求のあつた日から７日

以内に、法第２４３条の２の８第３項の規定による監査は要求のあ

つた日から１０日以内に始めなければならない。ただし、特にやむ

を得ない理由があるときは、この限りでない。

２～４ 省略

（請求又は要求に基づく監査の執行期日）

第７条 法第７５条第３項、第９８条第２項、第１９９条第６項若しくは

第７項、第２３５条の２第２項又は第２４２条第５項の規定により請求

又は要求に基づいて行う監査は請求又は要求のあつた日から７日

以内に、法第２４３条の２の２第３項の規定による監査は要求のあ

つた日から１０日以内に始めなければならない。ただし、特にやむ

を得ない理由があるときは、この限りでない。

２～４ 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条

の２の７第１項の規定に基づき、知事等の損害賠償責任の一部免

責に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 知事等 知事、副知事、教育長、管理者、監査委員、人事委

員会委員、教育委員会委員、選挙管理委員会委員、公安委員会

委員、労働委員会委員、収用委員会委員、海区漁業調整委員会

委員、内水面漁場管理委員会委員、警察本部長、警察本部長以

外の地方警務官（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条第１

項に規定する地方警務官をいう。以下同じ。）その他の職員

（地方自治法第２４３条の２の８第３項の規定による賠償の命令

の対象となる者を除く。）をいう。

� 普通地方公共団体の長等の基準給与年額 地方自治法施行令

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条

の２第１項 の規定に基づき、知事等の損害賠償責任の一部免

責に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 知事等 知事、副知事、教育長、管理者、監査委員、人事委

員会委員、教育委員会委員、選挙管理委員会委員、公安委員会

委員、労働委員会委員、収用委員会委員、海区漁業調整委員会

委員、内水面漁場管理委員会委員、警察本部長、警察本部長以

外の地方警務官（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条第１

項に規定する地方警務官をいう。以下同じ。）その他の職員

（地方自治法第２４３条の２の２第３項の規定による賠償の命令

の対象となる者を除く。）をいう。

� 普通地方公共団体の長等の基準給与年額 地方自治法施行令
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第７号
愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定及び附則第３項の規定は、令和７年１月１日から施行

する。

（経過措置）

２ 改正前の愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項に規定する要件に該当

する法人に対するこの条例の施行の日前に開始した事業年度に係る法人の事業税の不均一課税については、なお従前の例による。

３ 旧条例第３条第２項に規定する要件に該当する個人に対する令和７年度分までの個人の事業税の不均一課税については、なお従前の例

による。

�愛媛県条例第８号
愛媛県個人番号の利用に関する条例及び住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（昭和２２年政令第１６号）第１７３条の４第１項第１号に規定する

普通地方公共団体の長等の基準給与年額をいう。

� 地方警務官の基準給与年額 地方自治法施行令第１７３条の４

第１項第２号に規定する地方警務官の基準給与年額をいう。

（昭和２２年政令第１６号）第１７３条第１項第１号 に規定する

普通地方公共団体の長等の基準給与年額をいう。

� 地方警務官の基準給与年額 地方自治法施行令第１７３条第１

項第２号 に規定する地方警務官の基準給与年額をいう。

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が４０人 未満である法人（知事が

定めるものに限る。）であって令和４年４月１日から令和７年３

月３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に開始する最後の事業年

度（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業

年度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超え

るものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県

税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」

という。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これ

らの規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金

額とする。

２ 常時雇用する労働者の数が４０人 未満である個人（知事が定め

るものに限る。）であって令和５年１月１日から令和７年１２月３１

日までの各年の雇用障害者数が令和４年１月１日から同年１２月３１

日までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数（基準

年を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を超える

ものに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第１８条の

４の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を乗じて

得た率で算定した金額とする。

３・４ 省略

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が４３．５人未満である法人（知事が

定めるものに限る。）であって令和４年４月１日から令和７年３

月３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に開始する最後の事業年

度（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業

年度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超え

るものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県

税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」

という。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これ

らの規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金

額とする。

２ 常時雇用する労働者の数が４３．５人未満である個人（知事が定め

るものに限る。）であって令和５年１月１日から令和７年１２月３１

日までの各年の雇用障害者数が令和４年１月１日から同年１２月３１

日までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数（基準

年を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を超える

ものに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第１８条の

４の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を乗じて

得た率で算定した金額とする。

３・４ 省略
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愛媛県個人番号の利用に関する条例及び住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例

（愛媛県個人番号の利用に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（個人番号の利用範囲）

第２条 省略

２ 省略

３ 高等学校等（県立及び私立のものを除く。）の設置者は、教育

委員会による別表第１の１３の項に掲げる事務の処理に関して必要

とされる他人の個人番号を記載した書面の提出その他の他人の個

人番号を利用した事務を行うものとする。

別表第１（第１条、第２条関係）

（個人番号の利用範囲）

第２条 省略

２ 省略

３ 高等学校等（県立及び私立のものを除く。）の設置者は、教育

委員会による別表第１の１０の項に掲げる事務の処理に関して必要

とされる他人の個人番号を記載した書面の提出その他の他人の個

人番号を利用した事務を行うものとする。

別表第１（第１条、第２条関係）

執行機関 事 務 執行機関 事 務

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 知事 Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによ

る肝がん又は重度肝硬変の治療のため必要な

医療費の助成に関する事務であって規則で定

めるもの

９ 知事 特定疾患の治療のため必要な医療費の助成に

関する事務であって規則で定めるもの

１０ 知事 先天性血液凝固因子障害等の治療のため必要

な医療費の助成に関する事務であって規則で

定めるもの

１１ 省略 ８ 省略

１２ 省略 ９ 省略

１３ 省略 １０ 省略

１４ 省略 １１ 省略

１５ 省略 １２ 省略

１６ 省略 １３ 省略

１７ 省略 １４ 省略

１８ 知事又は

教育委員会

法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用

事務

１５ 知事又は

教育委員会

法別表第２の第２欄に掲げる事務

別表第２（第１条関係） 別表第２（第１条関係）

執行機関 事 務 特定個人情報 執行機関 事 務 特定個人情報

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 知事

法第１９条第８号に

規定する特定個人番号利用

事務（同号に規定する利用

特定個人情報であって生活

保護法による保護の実施又

は就労自立給付金若しくは

進学準備給付金の支給に関

する情報の提供を受ける事

務に限る。）であって規則

で定めるもの

省略 ４ 知事 法別表第２の第２欄に掲げ

る事務（法第１９条第８号の

規定により同表の第４欄に

規定する

生活

保護法による保護の実施又

は就労自立給付金若しくは

進学準備給付金の支給に関

する情報の提供を受ける事

務に限る。）であって規則

で定めるもの

省略

５ 省略 ５ 省略
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（住民基本台帳法施行条例の一部改正）

第２条 住民基本台帳法施行条例（平成１４年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の１５の項の改正規定（「法別表第２

の第２欄に掲げる事務」を「法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務」に改める部分に限る。）及び同条例別表第２の改正規定は、

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から

施行する。

�愛媛県条例第９号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

１～７ 省略

８ 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例第

４９号）別表第１の１の項から１１の項までに掲げる事務

９ 省略

別表第２（第３条関係）

別表第１（第２条関係）

１～７ 省略

８ 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例第

４９号）別表第１の１の項から８の項までに掲げる事務

９ 省略

別表第２（第３条関係）

知事以外の執行

機関
事 務

知事以外の執行

機関
事 務

教育委員会 愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第

１の１２の項から１７の項までに掲げる事務

教育委員会 愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第

１の９の項から１４の項までに掲げる事務

省略 省略

６ 知事又は

教育委員会

法第１９条第８号に規定する

特定個人番号利用事務

当該事務の区分に

応じ、法第１９条第

８号に規定する利

用特定個人情報

６ 知事又は

教育委員会

法別表第２の第２欄に掲げ

る事務

当該事務の区分に

応じ、法別表第２

の第４欄に掲げる

情報

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 消防防災関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 消防防災関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１９ 省略 １～１９ 省略

２０ 消防法第

１３条の３第

３項の規定

に基づく危

険物取扱者

試験の実施

危険物

取扱者

試験手

数料

� 甲種危険物取扱者試験 ７，２００

円

� 乙種危険物取扱者試験 ５，３００

円

� 丙種危険物取扱者試験 ４，２００

円

２０ 消防法第

１３条の３第

３項の規定

に基づく危

険物取扱者

試験の実施

危険物

取扱者

試験手

数料

� 甲種危険物取扱者試験 ６，６００

円

� 乙種危険物取扱者試験 ４，６００

円

� 丙種危険物取扱者試験 ３，７００

円

２１ 消防法第

１３条の２３の

危険物

取扱者

５，３００円 ２１ 消防法第

１３条の２３の

危険物

取扱者

４，７００円
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規定に基づ

く危険物の

取扱作業の

保安に関す

る講習

法定講

習受講

手数料

規定に基づ

く危険物の

取扱作業の

保安に関す

る講習

法定講

習受講

手数料

２２～２５ 省略 ２２～２５ 省略

２６ 消防法第

１７条の８第

３項の規定

に基づく消

防設備士試

験の実施

消防設

備士試

験手数

料

� 甲種消防設備士試験 ６，６００円

� 乙種消防設備士試験 ４，４００円

２６ 消防法第

１７条の８第

３項の規定

に基づく消

防設備士試

験の実施

消防設

備士試

験手数

料

� 甲種消防設備士試験 ５，７００円

� 乙種消防設備士試験 ３，８００円

２７～３７の２

省略

２７～３７の２

省略

３８ 高圧ガス

保安法（昭

和２６年法律

第２０４号）第

５条第１項

の規定に基

づく高圧ガ

スの製造の

許可の申請

に対する審

査

高圧ガ

ス製造

許可申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区

分に応じ、それぞれ次に定める金

額

� 省略

� 同号に該当する者であって移

動式製造設備（高圧ガスの製造

のための設備で移動することが

できるように設計したものをい

う。以下この項、３９の項及び５３

の項において同じ。）のみを使

用して高圧ガスの製造をするも

の 次に掲げる設備の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

（当該移動式製造設備について

液化石油ガスの保安の確保及び

取引の適正化に関する法律（昭

和４２年法律第１４９号）第３７条の４

第１項の許可を受けた者の許可

の申請に対する審査にあって

は、６，０００円）

ア～コ 省略

� 省略

３８ 高圧ガス

保安法（昭

和２６年法律

第２０４号）第

５条第１項

の規定に基

づく高圧ガ

スの製造の

許可の申請

に対する審

査

高圧ガ

ス製造

許可申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区

分に応じ、それぞれ次に定める金

額

� 省略

� 同号に該当する者であって移

動式製造設備（高圧ガスの製造

のための設備で移動することが

できるように設計したものをい

う。 ３９の項及び５３

の項において同じ。）のみを使

用して高圧ガスの製造をするも

の 次に掲げる設備の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア～コ 省略

� 省略

３９～４１ 省略 ３９～４１ 省略

４２ 高圧ガス

保安法第２０

条第１項の

規定に基づ

く高圧ガス

の製造のた

めの施設の

完成検査

製造施

設の許

可に係

る完成

検査申

請手数

料

３８の項の右欄に掲げる高圧ガスの

製造の許可の申請を行う者及び設

備の区分に応じ、それぞれ当該手

数料の金額の４分の３に相当する

金額（高圧ガス保安法第５条第１

項の許可に係る液化石油ガスの製

造のための施設であって、液化石

油ガスの保安の確保及び取引の適

正化に関する法律

第３７条の３第１項の完成

検査を受け、同法第３７条の技術上

の基準に適合していると認められ

たものの完成検査にあっては、６，１

００円）

４２ 高圧ガス

保安法第２０

条第１項の

規定に基づ

く高圧ガス

の製造のた

めの施設の

完成検査

製造施

設の許

可に係

る完成

検査申

請手数

料

３８の項の右欄に掲げる高圧ガスの

製造の許可の申請を行う者及び設

備の区分に応じ、それぞれ当該手

数料の金額の４分の３に相当する

金額（高圧ガス保安法第５条第１

項の許可に係る液化石油ガスの製

造のための施設であって、液化石

油ガスの保安の確保及び取引の適

正化に関する法律（昭和４２年法律

第１４９号）第３７条の３第１項の完成

検査を受け、同法第３７条の技術上

の基準に適合していると認められ

たものの完成検査にあっては、６，１

００円）
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附 則

この条例は、令和６年５月１日から施行する。ただし、別表１の表３８の項及び４２の項の改正規定は、同年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１０号
医療法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療法施行条例の一部を改正する条例

医療法施行条例（平成２４年愛媛県条例第４８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
精神科病院の任意入院者の症状等の報告に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

精神科病院の任意入院者の症状等の報告に関する条例等の一部を改正する条例

（精神科病院の任意入院者の症状等の報告に関する条例の一部改正）

第１条 精神科病院の任意入院者の症状等の報告に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４３～９０ 省略 ４３～９０ 省略

備考 省略 備考 省略

２～６ 省略 ２～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（病院の人員の基準）

第５条 法第２１条第１項第１号の条例で定める員数は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 栄養士又は管理栄養士 病床数１００以上の病院にあっては、

１

�・� 省略

２ 省略

（病院の人員の基準）

第５条 法第２１条第１項第１号の条例で定める員数は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 栄養士 病床数１００以上の病院にあっては、

１

�・� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（報告）

第１条 精神科病院の管理者（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第３８条の

７第１項、第２項若しくは第４項又は第４０条の６第１項若しくは

第３項の規定による命令を受けた者であって、当該命令を受けた

日から起算して５年を経過しないもの又は法第３８条の７第１項若

しくは第４０条の６第１項の規定による命令を受けた後、相当の期

間を経過してもなお当該精神科病院に入院中の者の処遇が改善さ

れないと知事が認める者に限る。）は、規則で定めるところによ

り、当該精神科病院に入院中の任意入院者（自ら入院した精神障

害者であって、入院後１年以上を経過しているもの又は入院後６

月を経過するまでの間に法第３６条第３項の規定による行動の制限

を受けたもの若しくは夜間以外の時間帯に当該精神科病院から自

由に外出することを制限されたものに限る。以下同じ。）につい

（報告）

第１条 精神科病院の管理者（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第３８条の

７第１項、第２項又は第４項

の規定による命令を受けた者であって、当該命令を受けた

日から起算して５年を経過しないもの又は同条第１項

の規定による命令を受けた後、相当の期

間を経過してもなお当該精神科病院に入院中の者の処遇が改善さ

れないと知事が認める者に限る。）は、規則で定めるところによ

り、当該精神科病院に入院中の任意入院者（自ら入院した精神障

害者であって、入院後１年以上を経過しているもの又は入院後６

月を経過するまでの間に法第３６条第３項の規定による行動の制限

を受けたもの若しくは夜間以外の時間帯に当該精神科病院から自

由に外出することを制限されたものに限る。以下同じ。）につい
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（職員の特殊勤務手当等に関する条例の一部改正）

第２条 職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部改正）

第３条 愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例及びファミリーハウスあい管理条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例及びファミリーハウスあい管理条例の一部を改正する条例

（愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部改正）

改 正 後 改 正 前

（精神障害者等訪問指導業務従事職員の特殊勤務手当）

第５７条 精神障害者等訪問指導業務従事職員の特殊勤務手当は、保

健所又は心と体の健康センターに勤務する保健師が精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律第４７条第１項の規定に基づく相談援

助業務（精神障害者及びその家族等を訪問して行うものに限

る。）又は感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成１０年法律第１１４号）第５３条の１４第１項の規定に基づく

訪問指導業務に従事したときに支給する。

（精神障害者等訪問指導業務従事職員の特殊勤務手当）

第５７条 精神障害者等訪問指導業務従事職員の特殊勤務手当は、保

健所又は心と体の健康センターに勤務する保健師が精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律第４７条第１項の規定に基づく相談指

導業務（精神障害者及びその家族等を訪問して行うものに限

る。）又は感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成１０年法律第１１４号）第５３条の１４ の規定に基づく

訪問指導業務に従事したときに支給する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～１６ 省略 １～１６ 省略

１７ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号。以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基づく事

務のうち、次に掲げるもの

� 法第３３条の６第１項の規定に基づく精神科病

院の指定の申請の受理及び当該申請に係る申請

書の知事への送付に関する事務

�・� 省略

保健所

を設置

する市

１７ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号。以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基づく事

務のうち、次に掲げるもの

� 法第３３条の７第１項の規定に基づく精神科病

院の指定の申請の受理及び当該申請に係る申請

書の知事への送付に関する事務

�・� 省略

保健所

を設置

する市

１７の２～６２ 省略 １７の２～６２ 省略

て、次に掲げる事項を知事に報告しなければならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

て、次に掲げる事項を知事に報告しなければならない。

�～� 省略

� 生活歴及び現病歴

� 省略

� 省略

� 省略

	 過去１２月間の外泊の状況


 省略

２ 省略
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第１条 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（ファミリーハウスあい管理条例の一部改正）

第２条 ファミリーハウスあい管理条例（平成１７年愛媛県条例第５３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１３号
愛媛県手数料条例及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例

（愛媛県手数料条例の一部改正）

第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 名 称 目 的 位 置

省略 省略

ファミリー

ハウスあい

長期にわたり医療施設において療養を

必要とする児童の療養環境の向上を図

るとともに、その家族を支援するた

め、宿泊、休養等の施設を提供する。

省略

ファミリー

ハウスあい

長期にわたり医療施設において療養を

必要とする児童の療養環境の向上を図

るとともに、その家族を支援するた

め、宿泊及び休養の施設を提供する。

省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（業務）

第２条 ファミリーハウスは、次に掲げる業務を行う。

� 長期にわたり医療施設において療養を必要とする児童の家族

等に対する宿泊、休養等の施設の提供に関すること。

� 省略

（利用の許可）

第７条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管理者の

定めるところにより、指定管理者の許可を受けなければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。

� 省略

� プレイルーム（専用利用の場合に限る。）

� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１１条 利用料金の額は、次の各号に掲げる利用の区分に応じ、当

該各号に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

�・� 省略

� プレイルームの専用利用 １回につき １，０５０円

２～４ 省略

（業務）

第２条 ファミリーハウスは、次に掲げる業務を行う。

� 長期にわたり医療施設において療養を必要とする児童の家族

等に対する宿泊及び休養の施設の提供に関すること。

� 省略

（利用の許可）

第７条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管理者の

定めるところにより、指定管理者の許可を受けなければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。

� 省略

� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１１条 利用料金の額は、次の各号に掲げる利用の区分に応じ、当

該各号に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

�・� 省略

２～４ 省略
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（愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 大麻草の栽培の規制に関する法

律（昭和２３年法律第１２４号）第５条

第１項の規定に基づく大麻草採取

栽培者免許の申請に対する審査

大麻草採取

栽培者免許

申請手数料

省略 ４ 大麻取締法

（昭和２３年法律第１２４号）第５条

第１項の規定に基づく大麻取扱者

免許 の申請に対する審査

大麻取扱者

免許申請手

数料

省略

５ 大麻草の栽培の規制に関する法

律第６条第３項の規定に基づく大

麻草採取栽培者の登録事項の変更

大麻草採取

栽培者登録

変更手数料

省略 ５ 大麻取締法第１０条第５項

の規定に基づく大

麻取扱者 の登録事項の変更

大麻取扱者

登録変更手

数料

省略

６ 大麻草の栽培の規制に関する法

律第７条第３項の規定に基づく大

麻草採取栽培者免許証の再交付

大麻草採取

栽培者免許

証再交付手

数料

省略 ６ 大麻取締法第１０条第６項

の規定に基づく大

麻取扱者免許証 の再交付

大麻取扱者

免許証再交

付手数料

省略

７～１１３ 省略 ７～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３～６ 省略 ３～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「薬物」とは、次に掲げる物をいう。

� 省略

� 麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第１４号）第２条第１

項第１号に規定する麻薬（同条第２項の規定により麻薬とみな

される物を含む。）、同条第１項第４号に規定する麻薬原料植

物及び同項第６号に規定する向精神薬

� 省略

� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１５項に規定する指

定薬物（以下「指定薬物」という。）

� 省略

（指定）

第１１条 知事は、第２条第６号の薬物のうち、県の区域内において

現に濫用され、又は濫用されるおそれがあると認めるものを指定

することができる。

２ 知事は、前項の規定による指定（以下「指定」という。）をし

ようとするときは、あらかじめ、愛媛県薬物指定審査会の意見を

聴かなければならない。ただし、次に掲げる場合には

、当該手続

を経ないで指定をすることができる。

� 現に県民の健康に係る重大な被害が生じ、又は生じるおそれ

（定義）

第２条 この条例において「薬物」とは、次に掲げる物をいう。

� 大麻取締法（昭和２３年法律第１２４号）第１条に規定する大麻

� 省略

� 麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第１４号）第２条第１

号 に規定する麻薬、同条第４号

に規定する麻薬原料植

物及び同条第６号に規定する向精神薬

� 省略

� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１５項に規定する指

定薬物

� 省略

（指定）

第１１条 知事は、第２条第７号の薬物のうち、県の区域内において

現に濫用され、又は濫用されるおそれがあると認めるものを指定

することができる。

２ 知事は、前項の規定による指定（以下「指定」という。）をし

ようとするときは、あらかじめ、愛媛県薬物指定審査会の意見を

聴かなければならない。ただし、緊急を要し、あらかじめ愛媛県

薬物指定審査会の意見を聴く時間的余裕がないときは、当該手続

を経ないで指定をすることができる。
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附 則

この条例は、大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する法律（令和５年法律第８４号）の施行の日から施行する。ただし、

第２条中愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第２条第６号の改正規定（「指定薬物」の下に「（以下「指定薬物」という。）」を加える

部分に限る。）及び同条例第１１条第２項の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１４号
愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例

愛媛県安心こども基金条例（平成２１年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

があると認める場合であって、あらかじめ愛媛県薬物指定審査

会の意見を聴く時間的余裕がないとき。

� 他の地方公共団体の条例に基づき、指定薬物に準ずる手続に

よる科学的知見に基づく検証を経て指定薬物に準ずる規制が行

われることとなったとき。

３・４ 省略

（指定の失効）

第１２条 指定は、指定をした薬物（以下「知事指定薬物」とい

う。）が第２条第１号から第５号までに掲げる薬物に該当するに

至ったときは、その効力を失うものとする。

２・３ 省略

（緊急時の勧告）

第１７条 知事は、第２条第６号の薬物の濫用により現に県民の健康

に係る重大な被害が生じ、又は生じるおそれがあると認めるとき

は、当該薬物について指定をする前に、当該薬物を所持している

者又は当該薬物を製造し、栽培し、販売し、授与し、所持し、購

入し、譲り受け、使用し、若しくは広告した者に対して、これら

の行為を中止し、又は当該薬物について廃棄等の措置をとるべき

ことを勧告することができる。

２ 省略

（販売の自粛の要請等）

第１８条 知事は、その名称、使用方法等の表示内容その他の情報か

らみて、摂取、吸入等の方法により人の身体に使用されるおそれ

があると認められる物（医療等の用途に使用される物を除く。）

であって、第２条第６号の薬物に該当する疑いがあるもの（以下

「薬物類似物」という。）を取り扱っていると認められる者その

他の関係者に対して、その職員に、当該薬物類似物が当該薬物に

該当するかどうかについて質問させることができる。

２ 知事は、前項の規定による質問の結果、第２条第６号の薬物を

製造し、栽培し、販売し、授与し、所持し、購入し、譲り受け、

使用し、又は広告していたと認められる者に対し、当該薬物の製

造、栽培、販売、授与、使用、広告又は販売若しくは授与の目的

での陳列の自粛を要請することができる。当該質問に対して、正

当な理由なしに答弁せず、又は虚偽の答弁をした者についても、

同様とする。

３ 省略

３・４ 省略

（指定の失効）

第１２条 指定は、指定をした薬物（以下「知事指定薬物」とい

う。）が第２条第１号から第６号までに掲げる薬物に該当するに

至ったときは、その効力を失うものとする。

２・３ 省略

（緊急時の勧告）

第１７条 知事は、第２条第７号の薬物の濫用により現に県民の健康

に係る重大な被害が生じ、又は生じるおそれがあると認めるとき

は、当該薬物について指定をする前に、当該薬物を所持している

者又は当該薬物を製造し、栽培し、販売し、授与し、所持し、購

入し、譲り受け、使用し、若しくは広告した者に対して、これら

の行為を中止し、又は当該薬物について廃棄等の措置をとるべき

ことを勧告することができる。

２ 省略

（販売の自粛の要請等）

第１８条 知事は、その名称、使用方法等の表示内容その他の情報か

らみて、摂取、吸入等の方法により人の身体に使用されるおそれ

があると認められる物（医療等の用途に使用される物を除く。）

であって、第２条第７号の薬物に該当する疑いがあるもの（以下

「薬物類似物」という。）を取り扱っていると認められる者その

他の関係者に対して、その職員に、当該薬物類似物が当該薬物に

該当するかどうかについて質問させることができる。

２ 知事は、前項の規定による質問の結果、第２条第７号の薬物を

製造し、栽培し、販売し、授与し、所持し、購入し、譲り受け、

使用し、又は広告していたと認められる者に対し、当該薬物の製

造、栽培、販売、授与、使用、広告又は販売若しくは授与の目的

での陳列の自粛を要請することができる。当該質問に対して、正

当な理由なしに答弁せず、又は虚偽の答弁をした者についても、

同様とする。

３ 省略
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１５号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例及び職員の特殊勤務手当等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例及び職員の特殊勤務手当等に関する条例の一部を改正する条例

（愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、令和１２年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

附 則

２ この条例は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 名 称 目 的 位 置

省略 省略

愛媛県

立さつ

き寮

困難な問題を抱える女性への支援に関する

法律（令和４年法律第５２号）に規定する女

性自立支援施設として、困難な問題を抱え

る女性を入所させて、保護するとともに、

医学的又は心理学的な援助を行い、自立の

促進のためにその生活を支援する。

省略

愛媛県

立さつ

き寮

婦人保護施設として、要保護女子を収容保

護し、その更生に必要な指導及び訓練を実

施するとともに、配偶者等からの暴力を受

けた女性の保護を行う。

省略

省略 省略

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

名 称 目 的 位置 所轄区域 名 称 目 的 位置 所轄区域

愛媛県

福祉総

合支援

センタ

ー

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 困難な問題を抱える女性への支

援に関する法律に規定する女性相

談支援センターとして、相談、困

難な問題を抱える女性の一時保護

及び情報提供その他の援助を行

う。

省略

愛媛県

福祉総

合支援

センタ

ー

�・� 省略

� 売春防止法（昭和３１年法律第

１１８号）に規定する婦人相談所と

して、相談、調査、医学的、心理

学的及び職能的判定、指導並びに

要保護女子の一時保護を行う。

� 省略

� 省略

省略

愛媛県

東予子

ども・

� 省略

� 困難な問題を抱える女性 及

び配偶者等からの暴力を受けた者

省略 愛媛県

東予子

ども・

� 省略

� 売春を行うおそれのある女子及

び配偶者等からの暴力を受けた者

省略
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（職員の特殊勤務手当等に関する条例の一部改正）

第２条 職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１６号
愛媛県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

（趣旨）

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６５条第１項の規定に基づき、女性自立支援施設（困難な問題を抱える女性への

支援に関する法律（令和４年法律第５２号）第１２条第１項に規定する女性自立支援施設をいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。

（設備及び運営に関する基準）

第２条 女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準（令

和５年厚生労働省令第３６号）（同省令第５条を除き、同省令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その

基準とする。この場合において、同省令第１６条第４項中「非常災害計画」とあるのは、「愛媛県女性自立支援施設の設備及び運営に関す

る基準を定める条例（令和６年愛媛県条例第１６号）第３条第１項に規定する施設防災計画」とする。

（非常災害対策）

第３条 女性自立支援施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、地震、風水害、当該女性自立支援施設の

周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の非常災害ごとに、当該非常災害が発生した場合における入所者の安全確保のための

体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」という。）を策定し、当該女性自立支援施設の見やすい場所に掲示しておかな

ければならない。

２ 女性自立支援施設は、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避難

誘導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について職員及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わ

なければならない。

３ 女性自立支援施設は、前項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行うも

のとする。

４ 女性自立支援施設は、非常災害が発生した場合に職員及び入所者が当該女性自立支援施設において当面の避難生活をすることができる

よう、必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。

附 則

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

２ 愛媛県婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第５１号）は、廃止する。

改 正 後 改 正 前

（身体障害者等福祉業務従事職員の特殊勤務手当）

第５５条 身体障害者等福祉業務従事職員の特殊勤務手当は、次に掲

げる業務に従事したときに支給する。

� 省略

� 女性相談支援センター又はさつき寮に勤務する職業訓練指導

員又は生活指導員が従事する職業訓練又は生活指導の業務

（身体障害者等福祉業務従事職員の特殊勤務手当）

第５５条 身体障害者等福祉業務従事職員の特殊勤務手当は、次に掲

げる業務に従事したときに支給する。

� 省略

� 婦人相談所 又はさつき寮に勤務する職業訓練指導

員又は生活指導員が従事する職業訓練又は生活指導の業務

女性支

援セン

ター

についての相談及び必要な援助を

行う。

女性支

援セン

ター

についての相談、指導等 を

行う。

省略 省略
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�愛媛県条例第１７号
愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例及び愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例及び愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例

（愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例の一部改正）

第１条 愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例（平成１９年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第１４号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料及び手数料の額）

第２条 前条第１項に規定する使用料（以下「使用料」という。）

の額は、次の各号に掲げる使用の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。

� 児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援

（以下「児童発達支援」という。）及び同条第３項に規定する

放課後等デイサービス（以下「放課後等デイサービス」とい

う。） 同法第２１条の５の３第２項第１号の規定により算定し

た費用の額と同条第１項に規定する通所特定費用の額との合計

額

�～� 省略

２・３ 省略

（使用料及び手数料の額）

第２条 前条第１項に規定する使用料（以下「使用料」という。）

の額は、次の各号に掲げる使用の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。

� 児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援

（以下「児童発達支援」という。）及び同条第４項に規定する

放課後等デイサービス（以下「放課後等デイサービス」とい

う。） 同法第２１条の５の３第２項第１号の規定により算定し

た費用の額と同条第１項に規定する通所特定費用の額との合計

額

�～� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（指定障害児通所支援事業者の指定等をすることができる者）

第３条 法第２１条の５の１５第３項第１号（法第２１条の５の１６第４項

及び第２１条の５の２０第２項において準用する場合を含む。）の条

例で定める者は、法人とする。ただし、児童発達支援 （病

院又は診療所により行われるものに限る。）に係る法第２１条の５

の３第１項の指定の申請の場合は、この限りでない。

（人員、設備及び運営に関する基準）

第４条 指定通所支援の事業及び基準該当通所支援の事業の人員、

設備及び運営に関する基準は、次条及び第６条に定めるもののほ

か、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 指定医療型児童発達支援事業者 医療型児童発達支援に係る

指定通所支援（以下「指定医療型児童発達支援」という。）の

事業を行う者をいう。

� 指定医療型児童発達支援事業所 指定医療型児童発達支援事

業者が指定医療型児童発達支援の事業を行う事業所をいう。

� 省略

� 省略

� 省略

（指定障害児通所支援事業者の指定等をすることができる者）

第３条 法第２１条の５の１５第３項第１号（法第２１条の５の１６第４項

及び第２１条の５の２０第２項において準用する場合を含む。）の条

例で定める者は、法人とする。ただし、医療型児童発達支援（病

院又は診療所により行われるものに限る。）に係る法第２１条の５

の３第１項の指定の申請の場合は、この限りでない。

（人員、設備及び運営に関する基準）

第４条 指定通所支援の事業及び基準該当通所支援の事業の人員、

設備及び運営に関する基準は、次条及び第６条に定めるもののほ

か、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１８号
愛媛県手数料条例及び愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を次の

ように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例及び愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例

（愛媛県手数料条例の一部改正）

第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号）（同省令第４０

条（同省令第５４条の５、第５４条の９ 、第７１条、第７１条の

２及び第７１条の６において準用する場合を含む。）を除き、同省

令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準を

もって、その基準とする。この場合において、必要な技術的読替

えは、規則で定める。

（非常災害対策）

第５条 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである指

定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を提供する者

を除く。）

、指定放課後等デイサービ

ス事業者、共生型障害児通所支援事業者及び基準該当通所支援事

業者（以下この条において「事業者」という。）は、消火設備そ

の他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害

が発生した場合における障害児の安全の確保のための体制、避難

の方法等を定めた計画（以下「事業所防災計画」という。）を策

定し、当該事業所の見やすい場所に掲示しておかなければならな

い。

２～５ 省略

第６条 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである指

定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を提供する者

に限る。

以 下「事 業 者」と い

う。）は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設け

るとともに、地震、風水害、当該事業所の周辺地域の環境、立地

条件等から想定される災害等の非常災害ごとに、当該非常災害が

発生した場合における障害児の安全の確保のための体制、避難の

方法等を定めた計画（以下「事業所個別防災計画」という。）を

策定し、当該事業所の見やすい場所に掲示しておかなければなら

ない。

２ 省略

運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号）（同省令第４０

条（同省令第５４条の５、第５４条の９、第６４条、第７１条、第７１条の

２及び第７１条の６において準用する場合を含む。）を除き、同省

令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準を

もって、その基準とする。この場合において、必要な技術的読替

えは、規則で定める。

（非常災害対策）

第５条 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである指

定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を提供する者

を除く。）、指定医療型児童発達支援事業者（児童発達支援セン

ターである指定医療型児童発達支援事業所において、指定医療型

児童発達支援を提供する者を除く。）、指定放課後等デイサービ

ス事業者、共生型障害児通所支援事業者及び基準該当通所支援事

業者（以下この条において「事業者」という。）は、消火設備そ

の他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害

が発生した場合における障害児の安全の確保のための体制、避難

の方法等を定めた計画（以下「事業所防災計画」という。）を策

定し、当該事業所の見やすい場所に掲示しておかなければならな

い。

２～５ 省略

第６条 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである指

定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を提供する者

に限る。）及び指定医療型児童発達支援事業者（児童発達支援セ

ンターである指定医療型児童発達支援事業所において、指定医療

型児童発達支援を提供する者に限る。）（以下「事業者」とい

う。）は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設け

るとともに、地震、風水害、当該事業所の周辺地域の環境、立地

条件等から想定される災害等の非常災害ごとに、当該非常災害が

発生した場合における障害児の安全の確保のための体制、避難の

方法等を定めた計画（以下「事業所個別防災計画」という。）を

策定し、当該事業所の見やすい場所に掲示しておかなければなら

ない。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名称 金額 事 務 名称 金額

１～１０５ 省略 １～１０５ 省略
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（愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１９号
愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を廃止する条例を次のように公布する。

１０６ 介護保険法第９４条第２項の規定に基づく介

護老人保健施設の変更の許可（従業者及び協力

医療機関のみに係るものを除く。）の申請に対

する審査

省略 １０６ 介護保険法第９４条第２項の規定に基づく介

護老人保健施設の変更の許可（従業者及び協力

病院 のみに係るものを除く。）の申請に対

する審査

省略

１０７ 省略 １０７ 省略

１０８ 介護保険法第１０７条第２項の規定に基づく介

護医療院の変更の許可（従業者及び協力医療機

関のみに係るものを除く。）の申請に対する審

査

省略 １０８ 介護保険法第１０７条第２項の規定に基づく介

護医療院の変更の許可（従業者及び協力病院

のみに係るものを除く。）の申請に対する審

査

省略

１０９～１１３ 省略 １０９～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３～６ 省略 ３～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（人員、設備及び運営に関する基準）

第４条 指定居宅サービスの事業及び基準該当居宅サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほ

か、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１１年厚生省令第３７号）（同省令第１０３条（同省令第１０５条

の３、第１０９条、第１１９条、第１４０条（同省令第１４０条の１３において

準用する場合を含む。）、第１４０条の１５、第１４０条の３２、第１５５条

（同省令第１５５条の１２において準用する場合を含む。）、第１９２条

及び第１９２条の１２において準用する場合を含む。）を除き、同省

令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準を

もって、その基準とする。この場合において、同省令第３９条第２

項（同省令第３９条の３及び第４３条において準用する場合を含

む。）、第５３条の３第２項（同省令第５８条において準用する場合

を含む。）、第７３条の２第２項、第８２条の２第２項、第９０条の２

第２項、第１０４条の４第２項（同省令第１０５条の３及び第１０９条に

おいて準用する場合を含む。）、第１１８条の２第２項、第１３９条の

３第２項（同省令第１４０条の１３、第１４０条の１５及び第１４０条の３２に

おいて準用する場合を含む。）、第１５４条の２第２項（同省令第

１５５条の１２において準用する場合を含む。）、第１９１条の３第２

項、第１９２条の１１第２項、第２０４条の２第２項（同省令第２０６条に

おいて準用する場合を含む。）及び第２１５条第２項中「２年間」

とあるのは「５年間」と、同省令第１８１条第２項（同省令第１９２条

の１２において準用する場合を含む。）中「記録しなければならな

い」とあるのは「記録するとともに、当該利用者から申出があっ

たときは、当該利用者に対し、記録したサービスの内容等を文書

により提供しなければならない」とするほか、必要な技術的読替

えは、規則で定める。

（人員、設備及び運営に関する基準）

第４条 指定居宅サービスの事業及び基準該当居宅サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほ

か、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１１年厚生省令第３７号）（同省令第１０３条（同省令第１０５条

の３、第１０９条、第１１９条、第１４０条（同省令第１４０条の１３において

準用する場合を含む。）、第１４０条の１５、第１４０条の３２、第１５５条

（同省令第１５５条の１２において準用する場合を含む。）、第１９２条

及び第１９２条の１２において準用する場合を含む。）を除き、同省

令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準を

もって、その基準とする。この場合において、同省令第３９条第２

項（同省令第３９条の３及び第４３条において準用する場合を含

む。）、第５３条の３第２項（同省令第５８条において準用する場合

を含む。）、第７３条の２第２項、第８２条の２第２項、第９０条の２

第２項、第１０４条の４第２項（同省令第１０５条の３及び第１０９条に

おいて準用する場合を含む。）、第１１８条の２第２項、第１３９条の

２第２項（同省令第１４０条の１３、第１４０条の１５及び第１４０条の３２に

おいて準用する場合を含む。）、第１５４条の２第２項（同省令第

１５５条の１２において準用する場合を含む。）、第１９１条の３第２

項、第１９２条の１１第２項、第２０４条の２第２項（同省令第２０６条に

おいて準用する場合を含む。）及び第２１５条第２項中「２年間」

とあるのは「５年間」と、同省令第１８１条第２項（同省令第１９２条

の１２において準用する場合を含む。）中「記録しなければならな

い」とあるのは「記録するとともに、当該利用者から申出があっ

たときは、当該利用者に対し、記録したサービスの内容等を文書

により提供しなければならない」とするほか、必要な技術的読替

えは、規則で定める。
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令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を廃止する条例

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第３０号）は、廃止する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２０号
愛媛県県営土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県営土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県県営土地改良事業分担金等徴収条例（昭和２６年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２１号
愛媛県漁港管理条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県漁港管理条例等の一部を改正する条例

改 正 後 改 正 前

（特別徴収金）

第４条 省略

２ 県は、知事が指定する法第８７条の３第１項の規定により行う県

営土地改良事業の施行に係る地域内の土地につき法第９１条の２第

６項各号（同項第１号の規定を農業経営基盤強化促進法（昭和５５

年法律第６５号）第２２条の６第１項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）のいずれかに掲げる者に該当する者が、当該県

営土地改良事業に係る土地改良事業計画の作成につき法第８７条の

３第７項において準用する法第８７条第５項の規定による公告があ

つた日から、当該県営土地改良事業の工事の完了につき法第１１３

条の３第３項の規定による公告があつた日（その公告において工

事の完了の日が示されたときは、その示された日）の属する年度

の翌年度（その年度が到来する前の年度を知事が指定したとき

は、その指定した年度）の初日以後８年を経過する日までの間

に、当該土地につき当該各号に定める場合に該当することとなつ

たときは、その者から、特別徴収金を徴収する。ただし、農業経

営基盤強化促進法第２２条の６第１項の規定により読み替えて適用

する法第９１条の２第６項第１号の農業経営等の委託をした者が、

当該委託を解除したことにより同号ハに掲げる場合に該当するこ

ととなる場合であつて、引き続き当該委託の解除に係る土地につ

いて農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１

号）第２条第５項に規定する農地中間管理権を設定した場合にお

いて、当該土地改良事業計画の作成につき法第８７条の３第７項に

おいて準用する法第８７条第５項の規定による公告があつた日か

ら、当該農地中間管理権の存続する期間の終期までの期間が１５年

以上であるときは、この限りでない。

３～５ 省略

（特別徴収金）

第４条 省略

２ 県は、知事が指定する法第８７条の３第１項の規定により行う県

営土地改良事業の施行に係る地域内の土地につき法第９１条の２第

６項各号

のいずれかに掲げる者に該当する者が、当該県

営土地改良事業に係る土地改良事業計画の作成につき法第８７条の

３第７項において準用する法第８７条第５項の規定による公告があ

つた日から、当該県営土地改良事業の工事の完了につき法第１１３

条の３第３項の規定による公告があつた日（その公告において工

事の完了の日が示されたときは、その示された日）の属する年度

の翌年度（その年度が到来する前の年度を知事が指定したとき

は、その指定した年度）の初日以後８年を経過する日までの間

に、当該土地につき当該各号に定める場合に該当することとなつ

たときは、その者から、特別徴収金を徴収する。

３～５ 省略
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（愛媛県漁港管理条例の一部改正）

第１条 愛媛県漁港管理条例（昭和３３年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県の海を管理する条例の一部改正）

第２条 愛媛県の海を管理する条例（平成７年愛媛県条例第５１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部改正）

第３条 愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５

年法律第１３７号。以下「法」という。）の規定に基づき、県が管

理する第４種漁港の維持管理について必要な事項を定めることを

目的とする。

（土砂採取料等）

第１４条 漁港の区域内の水域（県以外の者がその権原に基づき管理

する土地に係る水域を除く。）及び公共空地について、法第３９条

第１項の規定による採取若しくは占用の許可を受けた者又は法

第４３条第４項に規定する認定計画実施者（法第４４条第１項に規定

する認定計画において法第４２条第２項第２号及び第３号に掲げる

事項（水面又は土地の占用に係るものに限る。）又は法第５０条第

１項各号に掲げる事項を定めた者に限る。）から、別表第２に掲

げる土砂採取料又は占用料（以下「土砂採取料等」という。）を

徴収する。ただし、法第３９条第４項に規定する者については、こ

の限りでない。

２ 省略

（趣旨）

第１条 この条例は、漁港漁場整備法 （昭和２５

年法律第１３７号。以下「法」という。）の規定に基づき、県が管

理する第４種漁港の維持管理について必要な事項を定めることを

目的とする。

（土砂採取料等）

第１４条 漁港の区域内の水域（県以外の者がその権原に基づき管理

する土地に係る水域を除く。）及び公共空地について法 第３９条

第１項の規定による採取又は 占用の許可を受けた者（以下

「採取者等」という。）

から、別表第２に掲

げる土砂採取料又は占用料（以下「土砂採取料等」という。）を

徴収する。ただし、同条第４項 に規定する者については、こ

の限りでない。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「普通海域」とは、漁港及び漁場の整備

等に関する法律（昭和２５年法律第１３７号）第２条に規定する漁港

の区域内の水域、港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第３項

に規定する港湾区域内の水域、同条第８項に規定する開発保全航

路の区域内の水域、同法第５６条第１項の規定により公告されてい

る水域及び海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の

利用の促進に関する法律（平成３０年法律第８９号）第２条第５項に

規定する海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域内の海域

を除く県内の海域をいう。

（定義）

第２条 この条例において「普通海域」とは、漁港漁場整備法

（昭和２５年法律第１３７号）第２条に規定する漁港

の区域内の水域、港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第３項

に規定する港湾区域内の水域、同条第８項に規定する開発保全航

路の区域内の水域、同法第５６条第１項の規定により公告されてい

る水域及び海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の

利用の促進に関する法律（平成３０年法律第８９号）第２条第５項に

規定する海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域内の海域

を除く県内の海域をいう。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１ 公有水面埋立法（大正１０年法律第

５７号。以下この項において「法」と

いう。）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（漁港及び漁場の整備等

に関する法律（昭和２５年法律第１３７

号）第２５条第１項第１号及び第２項

の規定により市が管理する漁港の区

松山市、今治市、宇

和島市、八幡浜市、

新居浜市、西条市、

大洲市、伊予市、四

国中央市及び西予市

１ 公有水面埋立法（大正１０年法律第

５７号。以下この項において「法」と

いう。）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（漁港漁場整備法

（昭和２５年法律第１３７

号）第２５条第１項第１号及び第２項

の規定により市が管理する漁港の区

松山市、今治市、宇

和島市、八幡浜市、

新居浜市、西条市、

大洲市、伊予市、四

国中央市及び西予市
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２２号
愛媛県建築基準法施行条例及び愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県建築基準法施行条例及び愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

（愛媛県建築基準法施行条例の一部改正）

第１条 愛媛県建築基準法施行条例（昭和３５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

域内に限る。）

�～� 省略

域内に限る。）

�～� 省略

１の２～７の２ 省略 １の２～７の２ 省略

７の３ 国有財産法に基づく事務のう

ち、前項に掲げるもの（漁港及び漁

場の整備等に関する法律第２５条第１

項第１号及び第２項の規定により市

町が管理する漁港の区域内に所在す

る農林水産大臣の所管に属する国有

財産に係るものに限る。）

松山市、今治市、宇

和島市、八幡浜市、

新居浜市、西条市、

大洲市、伊予市、四

国中央市、西予市、

上島町、伊方町及び

愛南町

７の３ 国有財産法に基づく事務のう

ち、前項に掲げるもの（漁港漁場整

備法 第２５条第１

項第１号及び第２項の規定により市

町が管理する漁港の区域内に所在す

る農林水産大臣の所管に属する国有

財産に係るものに限る。）

松山市、今治市、宇

和島市、八幡浜市、

新居浜市、西条市、

大洲市、伊予市、四

国中央市、西予市、

上島町、伊方町及び

愛南町

７の４～６２ 省略 ７の４～６２ 省略

改 正 後 改 正 前

（用語の定義等）

第２条 省略

２ 特定主要構造部が令第１０８条の４第１項第１号又は第２号に該

当する建築物に対する第３条、第１１条第６項及び第１５条の規定の

適用については、当該建築物の部分で特定主要構造部であるもの

の構造は、耐火構造とみなす。

（長屋の出入口と通路との関係）

第３条 都市計画区域内における長屋の各戸の主要な出入口は、道

路に面しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当

するもので、周囲の状況により保安上支障がない場合は、この限

りでない。

� 法第２条第９号の３イ又はロに該当する構造と

した建築物（特定主要構造部を耐火構造とした建築物を含

む。）

� 省略

（敷地内の空地）

第１１条 省略

２～５ 省略

６ 特定主要構造部が耐火構造で避難上支障がない場合にあつて

は、第１項の規定にかかわらず、次に定めるところによることが

できる。

�～� 省略

７・８ 省略

（出入口の前面の空地）

第１５条 百貨店等の用途に供する建築物の外側の客用の出入口は、

道路境界線から２メートル（その用途に供する部分の床面積の合

計が３，０００平方メートルを超えるものについては、３メートル）

（用語の定義等）

第２条 省略

２ 主要構造部が令第１０８条の３第１項第１号 又は第２号に該

当する建築物に対する第３条、第１１条第６項及び第１５条の規定の

適用については、当該建築物の部分で主要構造部 であるもの

の構造は、耐火構造とみなす。

（長屋の出入口と通路との関係）

第３条 都市計画区域内における長屋の各戸の主要な出入口は、道

路に面しなければならない。ただし、次の各号の一 に該当

するもので、周囲の状況により保安上支障がない場合は、この限

りでない。

� 主要構造部を法第２条第９号の３イ又はロに該当する構造と

した建築物

� 省略

（敷地内の空地）

第１１条 省略

２～５ 省略

６ 主要構造部 が耐火構造で避難上支障がない場合にあつて

は第１項 の規定にかかわらず、次の各号 によることが

できる。

�～� 省略

７・８ 省略

（出入口の前面の空地）

第１５条 百貨店等の用途に供する建築物の外側の客用の出入口は、

道路境界線から２メートル（その用途に供する部分の床面積の合

計が３，０００平方メートルを超えるものについては、３メートル）
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（愛媛県手数料条例の一部改正）

第２条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

以上後退し、かつ、当該出入口の前面に幅５メートル以上の空地

を設けなければならない。ただし、主要構造部が準耐火構造（特

定主要構造部が耐火構造である場合を含む。）とされ、又は主要

構造部が不燃材料で造られた建築物の高さ３メートル以上の部分

については、この限りではない。

以上後退し、かつ、当該出入口の前面に幅５メートル以上の空地

を設けなければならない。ただし、主要構造部が準耐火構造

とされ、又は

不燃材料で造られた建築物の高さ３メートル以上の部分

については、この限りではない。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名称 金 額 事 務 名称 金 額

１～４６の６

省略

１～４６の６

省略

４６の７ 建築

基準法施行

令第１３７条

の１２第６項

の規定に基

づく建築の

認定の申請

に対する審

査

既存

建築

物の

敷地

と道

路と

の関

係の

建築

認定

申請

手数

料

３１，０００円

４６の８ 建築

基準法施行

令第１３７条

の１２第７項

の規定に基

づく建築の

認定の申請

に対する審

査

既存

建築

物の

道路

内に

おけ

る建

築認

定申

請手

数料

３１，０００円

４７～１０１の９

省略

４７～１０１の９

省略

１０１の１０ 都

市の低炭素

化の促進に

関する法律

（平成２４年

法 律 第８４

号）第５３条

第１項の規

定に基づく

低炭

素建

築物

新築

等計

画認

定申

請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� 低炭素建築物新築等計画が建築基

準法第６条第１項に規定する建築基

準関係規定に適合するかどうかの審

査を申し出ない者 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 都市の低炭素化の促進に関する

１０１の１０ 都

市の低炭素

化の促進に

関する法律

（平成２４年

法 律 第８４

号）第５３条

第１項の規

定に基づく

低炭

素建

築物

新築

等計

画認

定申

請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� 低炭素建築物新築等計画が建築基

準法第６条第１項に規定する建築基

準関係規定に適合するかどうかの審

査を申し出ない者 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 都市の低炭素化の促進に関する
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低炭素建築

物新築等計

画の認定の

申請に対す

る審査

法律第５４条第１項に掲げる基準の

適合性に関し、住宅の品質確保の

促進等に関する法律第５条第１項

に規定する登録住宅性能評価機関

若しくは建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律（平成

２７年法律第５３号）第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消

費性能判定機関の技術的審査を受

けている場合又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律第６条第１

項に規定する設計住宅性能評価書

の交付を受けている場合 次に掲

げる建築物の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

�～� 省略

イ 省略

� 省略

低炭素建築

物新築等計

画の認定の

申請に対す

る審査

法律第５４条第１項に掲げる基準の

適合性に関し、住宅の品質確保の

促進等に関する法律第５条第１項

に規定する登録住宅性能評価機関

若しくは建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律 （平成

２７年法律第５３号）第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消

費性能判定機関の技術的審査を受

けている場合又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律第６条第１

項に規定する設計住宅性能評価書

の交付を受けている場合 次に掲

げる建築物の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

�～� 省略

イ 省略

� 省略

１０１の１１ 省

略

１０１の１１ 省

略

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

等に関する

法律第１２条

第１項及び

第１３条第２

項の規定に

基づく建築

物エネルギ

ー消費性能

適合性判定

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定手

数料

次に掲げる建築物の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１条第１項第１号イ

に規定する一次エネルギー消費量

（以下この項において「一次エネル

ギー消費量」という。）の算定対象

となる部分を有する建築物 次に掲

げる審査の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ア 同号イに掲げる基準による審査

次に掲げる主要な用途の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� 工場、倉庫その他知事が定め

る用途（以下この項において

「工場等の用 途」と い う。）

非住宅部分（建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する

法律第１１条第１項に規定する非

住宅部分をいう。以下この項に

おいて同じ。）の床面積の合計

について、次に掲げる面積の区

分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ～ｅ 省略

� 省略

イ 省略

� 省略

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律 第１２条

第１項及び

第１３条第２

項の規定に

基づく建築

物エネルギ

ー消費性能

適合性判定

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定手

数料

次に掲げる建築物の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１条第１項第１号イ

に規定する一次エネルギー消費量

（以下この項において「一次エネル

ギー消費量」という。）の算定対象

となる部分を有する建築物 次に掲

げる審査の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ア 同号イに掲げる基準による審査

次に掲げる主要な用途の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� 工場、倉庫その他知事が定め

る用途（以下この項において

「工場等の用 途」と い う。）

非住宅部分（建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法

律 第１１条第１項に規定する非

住宅部分をいう。以下この項に

おいて同じ。）の床面積の合計

について、次に掲げる面積の区

分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ～ｅ 省略

� 省略

イ 省略

� 省略

１０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

省略 １０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

省略
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等に関する

法律第１２条

第２項及び

第１３条第３

項の規定に

基づく建築

物エネルギ

ー消費性能

確保計画の

変更に係る

建築物エネ

ルギー消費

性能適合性

判定

に関する法

律 第１２条

第２項及び

第１３条第３

項の規定に

基づく建築

物エネルギ

ー消費性能

確保計画の

変更に係る

建築物エネ

ルギー消費

性能適合性

判定

１０１の１４ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

等に関する

法律施行規

則（平成２８

年国土交通

省 令 第 ５

号）第１１条

の規定に基

づく建築物

エネルギー

消費性能確

保計画の軽

微な変更に

関する証明

書の交付

省略 １０１の１４ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律施行規則

（平成２８

年国土交通

省 令 第 ５

号）第１１条

の規定に基

づく建築物

エネルギー

消費性能確

保計画の軽

微な変更に

関する証明

書の交付

省略

１０１の１５ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

等に関する

法律第３４条

第１項の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画の認定の

申請に対す

る審査

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

認定

申請

手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上計

画が建築基準法第６条第１項に規定

する建築基準関係規定に適合するか

どうかの審査を申し出ない者 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 建築物エネルギー消費性能向上

計画に建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律第３４条第

３項の他の建築物に関する事項を

記載しない場合 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

� 同法第３５条第１項に掲げる基

準の適合性に関し、住宅の品質

確保の促進等に関する法律第５

条第１項に規定する登録住宅性

能評価機関若しくは建築物のエ

１０１の１５ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律 第３４条

第１項の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画の認定の

申請に対す

る審査

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

認定

申請

手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上計

画が建築基準法第６条第１項に規定

する建築基準関係規定に適合するか

どうかの審査を申し出ない者 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 建築物エネルギー消費性能向上

計画に建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律 第３４条第

３項の他の建築物に関する事項を

記載しない場合 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

� 同法第３５条第１項に掲げる基

準の適合性に関し、住宅の品質

確保の促進等に関する法律第５

条第１項に規定する登録住宅性

能評価機関若しくは建築物のエ
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ネルギー消費性能の向上等に関

する法律第１５条第１項に規定す

る登録建築物エネルギー消費性

能判定機関の技術的審査を受け

ている場合又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律第６条第

１項に規定する設計住宅性能評

価書の交付を受けている場合

次に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｄ 省略

� 省略

イ 建築物エネルギー消費性能向上

計画に建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律第３４条第

３項の他の建築物に関する事項を

記載する場合 当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る一の

建築物につきアに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれアに定める金

額

� 省略

ネルギー消費性能の向上に関す

る法律 第１５条第１項に規定す

る登録建築物エネルギー消費性

能判定機関の技術的審査を受け

ている場合又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律第６条第

１項に規定する設計住宅性能評

価書の交付を受けている場合

次に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｄ 省略

� 省略

イ 建築物エネルギー消費性能向上

計画に建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律 第３４条第

３項の他の建築物に関する事項を

記載する場合 当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る一の

建築物につきアに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれアに定める金

額

� 省略

１０１の１６ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

等に関する

法律第３６条

第１項の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画の変更の

認定の申請

に対する審

査

省略 １０１の１６ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律 第３６条

第１項の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画の変更の

認定の申請

に対する審

査

省略

１０１の１７ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

等に関する

法律第４１条

第１項の規

定に基づく

建築物のエ

ネルギー消

費性能に係

る認定の申

請に対する

審査

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

認定

申請

手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 建築物のエネルギー消費性能の向

上等に関する法律第２条第１項第３

号に規定する建築物エネルギー消費

性能基準の適合性に関し、住宅の品

質確保の促進等に関する法律第５条

第１項に規定する登録住宅性能評価

機関若しくは建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律第１５条

第１項に規定する登録建築物エネル

ギー消費性能判定機関の技術的審査

を受けている場合又は同法第１２条第

１項若しくは第１３条第２項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能適

１０１の１７ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律 第４１条

第１項の規

定に基づく

建築物のエ

ネルギー消

費性能に係

る認定の申

請に対する

審査

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

認定

申請

手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律 第２条第１項第３

号に規定する建築物エネルギー消費

性能基準の適合性に関し、住宅の品

質確保の促進等に関する法律第５条

第１項に規定する登録住宅性能評価

機関若しくは建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律 第１５条

第１項に規定する登録建築物エネル

ギー消費性能判定機関の技術的審査

を受けている場合又は同法第１２条第

１項若しくは第１３条第２項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能適
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２３号
愛媛県公立学校情報機器整備基金条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公立学校情報機器整備基金条例

（設置）

第１条 公立学校における情報機器の整備を図るために要する経費の財源に充てるため、公立学校情報機器整備基金（以下「基金」とい

う。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に係る精算

については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日までに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した日）までの間は、

合性判定、同法第３５条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能

向上計画の認定若しくは都市の低炭

素化の促進に関する法律第５４条第１

項の規定に基づく低炭素建築物新築

等計画の認定を受けている場合（こ

れらの建築物エネルギー消費性能適

合性判定又は認定に係る建築物につ

いて建築基準法第７条第５項、第７

条の２第５項又は第１８条第１８項の規

定により検査済証の交付を受けてい

る場合に限る。）若しくは住宅の品

質確保の促進等に関する法律第６条

第３項に規定する建設住宅性能評価

書の交付を受けている場合 次に掲

げる建築物の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～エ 省略

� 省略

合性判定、同法第３５条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能

向上計画の認定若しくは都市の低炭

素化の促進に関する法律第５４条第１

項の規定に基づく低炭素建築物新築

等計画の認定を受けている場合（こ

れらの建築物エネルギー消費性能適

合性判定又は認定に係る建築物につ

いて建築基準法第７条第５項、第７

条の２第５項又は第１８条第１８項の規

定により検査済証の交付を受けてい

る場合に限る。）若しくは住宅の品

質確保の促進等に関する法律第６条

第３項に規定する建設住宅性能評価

書の交付を受けている場合 次に掲

げる建築物の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～エ 省略

� 省略

１０１の１８・１０２

省略

１０１の１８・１０２

省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略
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なおその効力を有する。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２５号
愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県警察関係事務手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８４６人

� 市町立学校の職員 ７，９８８人

計 １１，８３４人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８２５人

� 市町立学校の職員 ７，９８９人

計 １１，８１４人

改 正 後 改 正 前

（手数料の納付時期）

第３条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）は、次

の各号に掲げる手数料の区分に応じ、当該各号に定める時期に納

付しなければならない。

� 別表４の項、１３の項及び１４の項 に掲げる手

数料 届出の際

�～� 省略

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

（手数料の納付時期）

第３条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）は、次

の各号に掲げる手数料の区分に応じ、当該各号に定める時期に納

付しなければならない。

� 別表４の項、１３の項、１４の項、６２の項及び６３の項に掲げる手

数料 届出の際

�～� 省略

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１８ 省略 １～１８ 省略

１８の２ 銃砲刀剣類所持等取締法

第５条の５第１項の規定に基づ

く猟銃の操作及び射撃の技能に

関する講習

猟銃操作等技

能講習手数料

１４，０００円 １８の２ 銃砲刀剣類所持等取締法

第５条の５第１項の規定に基づ

く猟銃の操作及び射撃の技能に

関する講習

猟銃操作等技

能講習手数料

１２，７００円

１９～４６ 省略 １９～４６ 省略

４７ 削除 ４７ 警備業法第５条第５項の規定

に基づく認定証の再交付

警備業認定証

再交付手数料

２，０００円

４８ 警備業法第７条第１項の規定

に基づく認定 の有効期間の更

新の申請に対する審査

警備業認定更

新手数料

省略 ４８ 警備業法第７条第１項の規定

に基づく認定証の有効期間の更

新の申請に対する審査

警備業認定証

更新手数料

省略

４９ 削除 ４９ 警備業法第１１条第３項の規定

に基づく認定証の書換え

警備業認定証

書換え手数料

２，２００円
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附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２６号
愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和７年３月３１日までの間において管理規程で定める日から施行する。

５０～５９ 省略 ５０～５９ 省略

６０ 自動車運転代行業の業務の適

正化に関する法律第５条第５項

の規定に基づく認定証の再交付

自動車運転代

行業認定証再

交付手数料

１，７００円

６１ 自動車運転代行業の業務の適

正化に関する法律第８条第３項

の規定に基づく認定証の書換え

自動車運転代

行業認定証書

換え手数料

２，１００円

６２ 探偵業の業務の適正化に関す

る法律（平成１８年法律第６０号）

第４条第３項の規定に基づく同

条第１項の規定による届出があ

ったことを証する書面の交付

探偵業届出証

明書交付手数

料

３，６００円

６３ 探偵業の業務の適正化に関す

る法律第４条第３項の規定に基

づく同条第２項の規定による届

出があったことを証する書面の

交付

探偵業変更届

出証明書交付

手数料

１，６００円

６４ 探偵業の業務の適正化に関す

る法律第４条第３項の規定に基

づく届出があったことを証する

書面の再交付

探偵業届出証

明書再交付手

数料

１，１００円

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

� 電気事業

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

� 電気事業

名 称 位 置 最大出力 名 称 位 置 最大出力

省略 省略

愛媛県富郷発電所 同 ３，０００キロワット 愛媛県富郷発電所 同 ２，９００キロワット

省略 省略

�～� 省略 �～� 省略
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�愛媛県条例第２７号
愛媛県議会基本条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会基本条例の一部を改正する条例

愛媛県議会基本条例（平成２３年愛媛県条例第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２８号
情報通信技術を活用した愛媛県議会の活動の推進に関する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

情報通信技術を活用した愛媛県議会の活動の推進に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した議会の活動の推進について、情報通信技術を利用する方法により手続等を行うために必要と

なる事項を定めることにより、手続等に係る関係者の利便性の向上、議会運営の合理化、多様な住民が議会に関わる機会の拡大等を図り、

もって住民自治の発展に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 法令 法律及び法律に基づく命令をいう。

� 条例等 条例並びに議会又は議長の定める規則及び規程をいう。

� 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。

� 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載することをいう。

� 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。

� 申請等 申請、届出その他の法令又は条例等の規定に基づき議会又は議長若しくは議員若しくは議会の事務局の職員であって法令又

は条例等の規定により独立に権限を行使することを認められたもの（以下「議会等」という。）に対して行われる通知をいう。

� 処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）の通知その他の法令又は条例等の規定に基づき議会等

が行う通知（不特定の者に対して行うものを除く。）をいう。

� 縦覧等 法令又は条例等の規定に基づき議会等が書面等又は電磁的記録に記録されている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。

	 作成等 法令又は条例等の規定に基づき議会等が書面等又は電磁的記録を作成し又は保存することをいう。


 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。

（電子情報処理組織による申請等）

第３条 議会等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定により書面等により行うこととしているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、議長が定めるところにより、議長が定める電子情報処理組織（議会等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含

む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を

改 正 後 改 正 前

（基本理念）

第２条 議会は、県民が選挙した議員をもって組織され、二元代表

制の一翼を担い、県の重要な意思決定に関する事件を議決する議

事機関として、県民の意思を県政に反映させるため、公平かつ公

正な議論を尽くし、真の地方自治の実現を目指すものとする。

（議員の責務）

第３条 議員は、議会の権限の適切な行使に資するため、県民の代

表としての自覚及び責任感を持ち、常に県民全体の利益を考え、

県政の課題及びこれに対する県民の意思を的確に把握することに

より、議会活動を通じて県民の負託に応え、誠実にその職務を行

う責務を有する。

（基本理念）

第２条 議会は 、二元代表

制の一翼を担い、県の 意思決定を行う 議

事機関として、県民の意思を県政に反映させるため、公平かつ公

正な議論を尽くし、真の地方自治の実現を目指すものとする。

（議員の責務）

第３条 議員は 、県民の代

表としての自覚及び責任感を持ち、常に県民全体の利益を考え、

県政の課題及びこれに対する県民の意思を的確に把握することに

より、議会活動を通じて県民の負託に応える

責務を有する。
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使用して行わせることができる。

２ 前項の規定により行われた申請等については、当該申請等を書面等により行うものとして規定した申請等に関する条例等の規定に規定

する書面等により行われたものとみなして、当該申請等に関する条例等の規定を適用する。

３ 第１項の規定により行われた申請等は、同項の議会等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該議会等

に到達したものとみなす。

４ 第１項の場合において、議会等は、当該申請等に関する他の条例等の規定により署名等をすることとしているものについては、当該条

例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって議長が定めるものをもって当該署名等に代えさせることができる。

（電子情報処理組織による処分通知等）

第４条 議会等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定により書面等により行うこととしているものについては、当

該条例等の規定にかかわらず、議長が定めるところにより、議長が定める電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。た

だし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の議長が定める方式による表示をする場合に限

る。

２ 前項の規定により行われた処分通知等については、当該処分通知等を書面等により行うものとして規定した処分通知等に関する条例等

の規定に規定する書面等により行われたものとみなして、当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。

３ 第１項の規定により行われた処分通知等は、同項の処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がさ

れた時（議員に対する処分通知等であって議長が定めるものにあっては、当該ファイルへの記録がされた時又は議会等が、当該処分通知

等を受ける者が当該処分通知等をすべき電磁的記録に記録されている事項を議長が定める方法により表示をしたものの閲覧若しくは当該

事項についてその使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録をすることができる措置をとるとともに、当該処分通知等を受け

る者に対し、議長が定める電子情報処理組織を使用して当該措置がとられた旨の通知を発した時のいずれか早い時）に当該処分通知等を

受ける者に到達したものとみなす。

４ 第１項の場合において、議会等は、当該処分通知等に関する他の条例等の規定により署名等をすることとしているものについては、当

該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって議長が定めるものをもって当該署名等に代えることができる。

（電磁的記録による縦覧等）

第５条 議会等は、縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行うこととしているもの（申請等に基づくもの

を除く。）については、当該条例等の規定にかかわらず、議長が定めるところにより、書面等の縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的

記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の縦覧等を行うことができる。

２ 前項の規定により行われた縦覧等については、当該縦覧等を書面等により行うものとして規定した縦覧等に関する条例等の規定に規定

する書面等により行われたものとみなして、当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する。

（電磁的記録による作成等）

第６条 議会等は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定により書面等により行うこととしているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、議長が定めるところにより、書面等の作成等に代えて当該書面等に係る電磁的記録の作成等を行うことができる。

２ 前項の規定により行われた作成等については、当該作成等を書面等により行うものとして規定した作成等に関する条例等の規定に規定

する書面等により行われたものとみなして、当該作成等に関する条例等の規定を適用する。

３ 第１項の場合において、議会等は、当該作成等に関する他の条例等の規定により署名等をすることとしているものについては、当該条

例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって議長が定めるものをもって当該署名等に代えることができる。

（適用除外）

第７条 愛媛県議会委員会条例（昭和２９年愛媛県条例第２４号）並びに愛媛県議会請願書取扱規則（昭和２３年８月愛媛県議会告示）、愛媛県

議会傍聴規則（昭和２４年９月愛媛県議会告示第４号）及び愛媛県議会会議規則（昭和３０年３月愛媛県議会告示第１号）の規定に基づく手

続等については、この条例の規定は、適用しない。

（手続等に係る電子情報処理組織の使用に関する状況の公表）

第８条 議長は、毎年度、議会等が電子情報処理組織を使用して行わせ又は行うことができる申請等及び処分通知等その他この条例の規定

による情報通信の技術の利用に関する状況を取りまとめ、インターネットの利用その他の方法により公表するものとする。

（委任）

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、議長が定める。

附 則

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

２ 愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。
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�愛媛県条例第２９号
愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和６年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例

愛媛県議会委員会条例（昭和２９年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

� 省略

� 条例等 条例及び規則等（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１５条第１項に規定する規則

、同法第１３８条の４

第２項に規定する規則その他の規程、地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号）第１０条に規定する企業管理規程及びその他の

規程をいう。以下同じ。）をいう。

� 県の機関 地方自治法第２編第７章に規定する執行機

関として県に置かれる機関、愛媛県公営企業の設置等に関する

条例（昭和４１年愛媛県条例第３７号）第４条第１項の規定により

置かれる管理者、警察本部（警察署を含む。）若しくはこれら

に置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法令若しくは

条例等上独立に権限を行使することを認められたものをいう。

�～� 省略

� 省略

� 条例等 条例及び規則等（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１５条第１項に規定する規則、同法第１２０条に規定する会

議規則、同法第１３０条第３項に規定する規則、同法第１３８条の４

第２項に規定する規則その他の規程、地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号）第１０条に規定する企業管理規程及びその他の

規程をいう。以下同じ。）をいう。

� 県の機関 議会、地方自治法第２編第７章に規定する執行機

関として県に置かれる機関、愛媛県公営企業の設置等に関する

条例（昭和４１年愛媛県条例第３７号）第４条第１項の規定により

置かれる管理者、警察本部（警察署を含む。）若しくはこれら

に置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法令若しくは

条例等上独立に権限を行使することを認められたものをいう。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（参考人）

第４２条 省略

２・３ 省略

４ 参考人は、代理人に意見を述べさせ、又は文書若しくは委員会

若しくは委員長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以

下同じ。）と参考人の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織を使用する方法により意見を提示する

ことができない。ただし、委員会が特に許可した場合は、この限

りでない。

５ 省略

（参考人）

第４２条 省略

２・３ 省略

４ 参考人は、代理人に意見を述べさせ、又は文書で

意見を提示する

ことができない。ただし、委員会が特に許可した場合は、この限

りでない。

５ 省略

令和６年３月２６日 発行


